
ユニークベニュー会場設営支援事業実施要綱 

 

5公東観コ誘第 70号 

平成 30年４月 1日制定 

平成 31年４月 1日改正 

令和 2年 4月 1日改正 

令和 3年 4月 1日改正 

令和 4年 4月 1日改正 

令和 5年 4月 1日改正 

 

（通則） 

第１条 公益財団法人東京観光財団（以下、「財団」という。）が実施する、MICEの主催者等

が都内の施設をユニークベニューとして利用する際の会場設営の支援のための助成金

（以下「助成金」という。）の交付については、本要綱の定めるところによる。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとおりとす

る。 

（１） MICE 

   企業系会議（M: Meeting）、企業の報奨・研修旅行（I: Incentive Travel）、国際会

議（C: Convention）、展示会・見本市・イベント等（E: Exhibition/Event）の総称を

いう。 

ア 企業系会議（M:Meeting） 

複数の海外拠点を有する国内外の企業等が、海外から管理者や従業員等を都内

に集めて行う会議 

イ 企業の報奨・研修旅行（I:Incentive） 

企業が、従業員や代理店等の表彰、研修、顧客の招待等の目的で実施する旅行 

ウ 国際会議（C:Convention） 

国家機関、国際機関・団体（各国支部を含む）、学会や協会等が主催または後援

する会議 

エ 展示会・見本市・イベント等（E:Exhibition/Event） 

国際機関・団体（各国支部を含む）、学会や協会、民間企業等が主催または後援

する展示会、見本市、イベント等 

（２） ユニークベニュー 

以下のいずれかに該当するものをいう。 

ア 神社・仏閣 

イ 博物館*に相当する施設（美術館、科学館、植物園や水族館等） 

ウ 歴史的に価値の高い建造物 

エ 庭園 

オ その他、ユニークさが認められる施設（商店街や公道等を含む） 



＊歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を収集し、保管（育成を含む）し、展示

して教育的配慮の下に一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーション等

に資するために必要な事業を行い、併せてこれら施設に関する調査研究を目的とする機関 

 

なお、ホテル内の宴会場やバンケット施設など、会議場、セミナー又はレセプショ

ンでの利用を目的としている又は前提としている施設は除く。ただし歴史的・文化的

な価値がある場合はこの限りではない。 

（３） イベント等 

会議やイベント、レセプション等をいう。 

（４） 主催者等 

イベント等の主催者 

※ただし、主催者が日本国外に所在する場合に限り、日本国内に拠点があり、か

つ当該イベント等を運営する会社（イベント運営会社等）も主催者とみなすこ

とが出来る。 

 

（助成対象者） 

第３条 助成対象者は、第２条第１項第２号で規定する施設において、第４条に定めるイベ

ント等を自らの費用負担で実施する主催者等のうち、以下のすべてを満たすものとする。 

（１）東京都の政策連携団体及び事業協力団体でないこと。 

（２）申請時から起算して過去５年間に重大な法令違反等がないこと。 

（３）都税の未納がないこと。 

（４）同一の内容で、国・都道府県・区市町村・東京都の政策連携団体・事業協力団体等か 

ら補助を受けた実績又は受ける予定がないこと。 

（５）令和元年度以降に本助成金の交付を２回以上受けていないこと。 

（６）本助成金の交付が令和元年度以降２回目となる場合、１回目と同一の会場を使用して

いないこと。 

（７）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する風俗営業、性風俗関連

特殊営業、接客業務受託営業及びこれらに類する事業を行っていないこと。 

（８）東京都暴力団排除条例（以下「暴排条例」という。）に規定する暴力団関係者等でな

いこと。 

  

（助成対象イベント等） 

第４条 助成対象イベント等は、次の各号に掲げる要件をすべて具備するものとする。 

    また、原則として、令和 5年 4月 4日から令和 6年 2月 29日までに実施完了（支

払い・実績報告書提出を含む）するもの。 

（１） 東京都内のユニークベニューを会場として開催される MICEに係るものであること 

（２） 内容が、次のアからカのいずれかに該当すること 

ア 申請者は当該ユニークベニューにおいて、過去に同様のイベント等を実施して

いない。 

イ 参加者数及び都内延宿泊数が多く、高い経済波及効果が見込める 

ウ 国際社会で認知度の高い、世界的に著名な企業または団体が主催するなど、東京



のプレゼンス向上に資する 

エ 広く一般の参加者を集めて実施するもの 

オ 東京都が行政計画等で振興を目指す産業分野に関する内容である 

カ その他財団理事長（以下「理事長」という。）が特に認めるもの 

ただし、上記を満たすイベント等であっても以下のいずれかに該当するものは対象外と

する。 

ア 当該ユニークベニューの所有者または管理運営者等が主催するもの 

イ 物販や興行等、利益を目的とするもの 

ウ 企業の労働組合活動又は福利厚生を目的とするもの 

エ 国、地方自治体又は個人が主催するもの 

オ 政治または宗教活動を目的とするもの 

カ 内容が公序良俗に反するもの 

 

（助成対象経費） 

第５条 財団は、助成事業者が行うユニークベニューの会場設営事業に伴う経費のうち、助

成金の交付対象として必要かつ適当と認める経費（以下「助成対象経費」という。）につ

いて、予算の範囲内において、第６条に規定する助成金を交付するものとする。 

２ 補助対象経費は、別表の助成対象経費として掲げるものとする。 

  なお、同表の助成対象外経費欄に掲げる経費については、交付対象外とする。 

３ 助成事業者の責によりイベント（またはその一部）が不成立となった場合、不成立に係

る経費一切は助成対象外とする。また、助成対象者は第 13条に記載のとおり取消しの申

請をしなければならない。 

 

（助成金の額） 

第６条 助成金額は、助成対象経費の２分の１以内の額とし、イベント等１件につき、1,000

万円を上限とする。 

２ 前項の規定により算出した助成額のうち 1,000 円未満の端数は切り捨てるものとする。 

 

（交付申請） 

第７条 助成事業者が助成金の交付を受けようとする場合は、ユニークベニュー会場設営

支援助成金交付申請書（第１号様式）（その他申請書に記載の添付書類含む）を財団に提

出しなければならない。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

 第８条  助成対象者は、前条の規定に基づく交付の申請、第 10条の規定に基づく事業事前

着手、第 13 条第１項の規定に基づく申請の取消し、 第 16 条の規定に基づく実施報告、

第 18条の規定に基づく支払請求、第 19条第３項の規定に基づく助成金の概算払いの請求

及び第５項の規定による概算払い清算書については、電子情報処理組織を使用する方法に

より行うことができる。 

 



 （電子情報処理組織による通知等） 

 第９条 財団は、第７条の規定により行われた交付申請等に係る第12条の規定に基づく

交付決定通知書又は不交付決定通知書、第 13条第２項の規定に基づく（取消・変更）承認通

知書、第17条の規定に基づく助成金額確定通知書について、助成対象者が書面による通知等を

受けることをあらかじめ求めた場合 を除き、当該通知等を、電子情報処理組織を使用する

方法により行うことができる。 

 

（事業事前着手） 

第 10条 申請対象事業について、助成金の交付決定前にその一部に着手する必要がある場

合は、事前着手となる理由を付した届出（第２号様式）を財団に提出し、承認を得なければ

ならない。 

 

（審査） 

第 11条 財団は、助成対象としての適格性、支援内容等を審査するため、「ユニークベニュ

ー会場設営支援事業審査会」（以下、「審査会」という。）を設置し、本事業の予算の枠内

で、支援内容を決定する。また、別途本審査に係る「ユニークベニュー会場設営支援事業

審査要領」を定めることとする。 

 

（助成金の交付決定） 

第 12条 財団は、審査結果に基づき、助成金額等を決定し、ユニークベニュー会場設営支

援助成金交付決定通知書（第３号様式）、又はユニークベニュー会場設営支援助成金不交

付決定通知書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。 

 

（申請の取消し等） 

第 13条 助成事業者は、天変事変等により申請事業の取消または内容に変更が生じた場合、

ユニークベニュー会場設営支援事業に係る取消・変更申請書（第５号様式）を財団に提出

し、承認を得なければならない。 

２ 財団は、前項による申請があったときは、内容を審査し、その適否を決定し、その旨を

ユニークベニュー会場設営支援事業に係る（取消・変更）承認通知書（第６号様式）によ

り助成事業者に通知する。 

 

（非常災害の場合の措置） 

第 14条 災害等の非常事態により、助成事業の遂行が困難となった場合の措置については、

財団が指示するところによる。 

 

（事故報告） 

第 15条 助成事業者は、申請事業の遂行が困難となった場合、速やかにその理由及び状況

を書面により財団に報告し、その指示を受けなければならない。 

２ 助成事業者は前項の報告に基づき必要な指示を受けたときは、直ちにその指示に従わ



なければならない。 

 

（実績報告） 

第 16条 助成事業者は事業終了後、速やかにユニークベニュー会場設営支援助成金事業完

了実績報告書 (第７号様式) （その他申請書に記載の添付書類含む）を財団に提出しな

ければならない。 

 

（助成金額の確定） 

第 17条 財団は、前条に定める実績報告書等を確認した結果、助成事業の内容が交付決定

に適合していると認めるときは、交付すべき助成金額を確定し、ユニークベニュー会場設

営支援助成金額確定通知書(第８号様式)により助成事業者に通知する。 

 

（助成金の支出） 

第 18条 助成事業者は、前条の規定により助成金額の確定を受けた場合（以下「確定払い」

という。）には、ユニークベニュー会場設営支援助成金請求書兼振込依頼書（第９号様式）

により助成金の支払い請求をすることができる。 

２ 財団は、前項による助成事業者からの請求により、助成金の支出をすることができる。 

 

（助成金の概算払い） 

第 19条 財団は、助成事業者からの申請に基づき、理由等を確認し必要と認められる場合

にのみ、助成金の交付決定を通知した助成事業者等に対し、財団の財務規程第 42条に基

づき、交付限度額の範囲内で、事業実施前に、助成金の概算払い（以下、「概算払い」と

いう。）をすることができる。 

２ 助成事業者は、前項の規定に基づき助成金の概算払いを受けようとする場合は、概算払

いを希望する理由を付して財団に文書で申請をしなければならない。財団は、申請理由等

を総合的に判断したうえで、概算払いの可否を助成事業者に通知することとする。 

３ 助成事業者は、前項の規定により概算払いの承認を受けた場合には、ユニークベニュー

会場設営支援助成金請求書兼振込依頼書（第９号様式）により助成金の支払い申請をする

ことができる。 

４ 助成事業者は、前項の規定により助成金の概算払いを受けた場合には、事業終了後速や

かに、第 16条に基づき事業の実績報告を行うこととする。 

５ 助成事業者は、第 17条の規定により助成金額の確定を受けた場合には、速やかに「ユ

ニークベニュー会場設営支援助成金概算払精算書」(第 10号様式)を財団に提出し、既に

確定額を超える助成金が概算払いにて支払われているときは、期限を定めてその返還を

命ずるものとする。 

 

（決定の取消し） 

第 20条 財団は、次に該当すると認められるときは、交付決定通知の内容の全部又は一部

を取り消すことができる。 

  (１) 助成金額が、第６条に定める助成対象経費の２分の１を超えるとき。 



 (２) 第 13条に掲げる書類を審査した結果、必要と認められるとき。ただし、既に経過し

た期間に係る部分については、この限りでない。 

  (３) 助成要件を欠いた場合 

 (４) 申請事項、報告事項等に虚偽の記載があったとき 

（５）その他理事長が必要と認めるとき。 

２ 前項第２号の場合において、助成金の交付決定の取消しにより特別に必要になった事

務及び事業に対しては、次に掲げる経費に係る助成金等を交付することができる。 

（１）助成事業に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

（２）助成事業を行うため締結した契約の解除により必要となった賠償金の支払に要する

経費 

３ 前二項の場合において、財団は、その内容を直近の審査会に報告するものとする。 

 

（助成金の返還） 

第 21 条 財団は、交付決定を取り消した場合において、当該取り消しに係る部分に関し、

すでに助成金が交付されているときは、期限を定めて助成金を返還させるものとする。 

２ 財団は第 17条の規定により交付すべき助成金額を確定した場合において、すでにその

額を超える助成金が支払われているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 

（違約加算金及び延滞金） 

第 22条 助成事業者は、前条第 1項の規定により助成金の返還を求められたときは、当該

請求に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ当該助成金の額（その一部

を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき年 10．

95パーセントの割合で計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付しなけれ

ばならない。 

２ 助成事業者は、助成金の返還を請求された場合において、これを納期日までに返納しな

かったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年 10.95

パーセントの割合で掲載した延滞金（100 円未満の場合を除く。）を納付しなければなら

ない。 

３ 前２項の規定による年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たり

の割合とする。 

４ 財団は、やむを得ない事情があると認めるときは、助成事業者の申請に基づき当該違約

金の全部又は一部を免除することができる。 

 

（違約加算金及び延滞金の計算） 

第 23条 財団が前条第 1項の規定により違約加算金の納付を請求した場合において、助成

事業者の納付した金額が返還を命じた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず

返還を命じた補助金の額に充てるものとする。 

２ 財団が前条第２項の規定により延滞金の納付を請求した場合において、返還を請求し

た助成金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る

延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとす



る。 

 

（帳簿等の整理保管） 

第 24条 助成事業者は、助成事業に係る経費支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、証拠

書類を会計年度終了後５年間整理保管しなければならない。 

 

（検査） 

第 25条 財団は、助成事業者に対し事業の実施状況、助成金の収支及び助成金に係る帳簿

書類その他の物件について、立入検査をし、又は報告を求めることができる。  

２ 財団は、補助事業中及び完了後においても、補助事業者の事業所その他必要な場所に立

ち入り、当該助成事業者に係る取得財産等の管理状況その他必要な調査を行うことがで

きる。 

 

（処務） 

第 26条 本要綱に係る処務は、財団コンベンション事業部において処理する。 

 

（その他） 

第 27条 この要綱に定めのない事項は、財団が別に定める。 

 

 

附則 

この要綱は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



別表（補助対象及び対象外経費等） 

補 

助 

対 

象 

経 

費 

ユニークベニュー施設でイベント等を実施するのに必要、または、ユニークベニュ

ー施設の魅力を高める演出に必要な会場設営経費のうち、以下に掲げるもの。 

（１）会場備品リース料（運搬に係る費用含む） 

（２）機材費（運搬に係る費用含む） 

（３）装飾費 （運搬に係る費用含む） 

（４）その他、特に必要と認められる経費 

補 

助 

対 

象 

外 

経 

費 

（１）消費税及びその他租税公課 

（２）イベント等本体の企画・運営に係る経費 

（３）人件費 

（４）光熱費、施設維持管理、通信費などに要する経費 

（５）本助成金の交付決定前に着手した一切の経費 

（６）助成事業者の責によりイベント等（またはその一部）が不成立となった場合に要する経費 

（７）事業目的に照らして直接関係しない経費 

（８）見積書、契約書、仕様書、請求書等の証拠書類が不存在の経費 

（９）原則として、親会社、子会社、グループ会社等関連会社（資本関係のある会

社役員及び社員を兼任している会社、代表者の三等身以内の親族が経営する

会社等）との取引に係る経費 

（10）補助金の交付対象として不適当と認められる経費（過剰とみなされる事業経

費、一般的な市場価格又は事業内容に対して著しく高額な経費、他助成金等

と重複している事業経費） 

 

 

 

 

 


